
単位

千円

件

件

区分

区分

うち

※役員改選を理由とする年度当初の一時的な減は反映していない。

4 2

２．団体の組織・人員情報

146,172千円

-

- -

- -

-

備考

R4.4.1 R5.4.1

県　 O　 B

-

R4.4.1

△100,000千円 -

- -

148,117千円 142,175千円 141,866千円

- -

-

-

-

経営評価シート

リサイクル総合研究
事業化センター事業

１．団体の基本情報

100,000千円

%

R1 R2 R3

R3.4.1財政支出

100,000千円

事業名

R6.4.1

設立目的等

人的支援(常勤役職員再掲)(※) H31.4.1

%千円

（目的）循環型社会の構築に関する事業を行い、もって県民の快適で住みよい生活環境づくりと産業経済の健
全な発展に資する。
（経緯）旧（財）福岡県環境保全公社は、公共関与による産業廃棄物最終処分場の確保を図るため設立された
が、処分場事業を廃止し、平成１６年度からリサイクル総合研究センターに特化し事業を実施。平成２５年度
から公益財団法人移行に伴い、団体名を（公財）福岡県リサイクル総合研究事業化センターに変更。

事業内容

産学官民が協力して実施するリサイクル技術や社会システムの研究開発の事業化支援及びイン
ターネット等による環境リサイクル情報の発信
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出　資　金

委　託　料

補助・負担金 -

157,286千円

-

R5.4.1R2.4.1H31.4.1

研究会編成数

備考

8

R5事業実績に関する情報

157,286

9

155,284センター事業収入

98

千円 %

主要事業の内容

155,541 151,771

R4

162,729

副センター長兼務

12名

22名

-

10名10名

-

県派遣

10名

-

団体名

所在地

（公財）福岡県リサイクル総合研究事業化センター

北九州市若松区ひびきの２番１号

設立年月日 平成4年1月10日

主な出資者

県出資額

出資割合

県出資割合 100.0%

出資総額

千円

出資額

3

常勤役員名

H31.4.1 R2.4.1 R6.4.1R4.4.1

11名

21名

嘱託（常勤・非常勤）等・臨時
職員数

-

10名

-プロパー

10名常勤（正規）

20名

10名

20名 18名

9名

19名

8名

合計

1名 1名 1名 1名

2

R5.4.1

理事長　鐘ヶ江　弥生

専務理事　服部　和孝

R3.4.1

常勤役員数（※）

代表者名

4共同研究プロジェクト編成数

県環境部長 非常勤

４-①．中期経営計画における改善に向けた取り組みの方向性(R4～R8）

　当センターが開発したリサイクル技術と社会システムの事業化を推し進めるため、財政規模の大きい国庫補助事
業等への申請を継続して実施し、外部研究資金の獲得による研究開発に取り組むとともに、関係団体や関連企業と
情報交換し、優秀な外部人材を確保できる体制を構築していく。

1名

11名 11名 11名 11名

1名

R3.4.1

11名

-

３．県関与の状況

増減の主な理由

11名

・令和2年度に新規事業受託に伴い、非常勤嘱託職員（プロジェクトマネージャー）1名増。
・令和2年度途中の新規事業受託に伴い、非常勤嘱託職員（コーディネーター）1名及び会計年度任用職員1名増。
　また、令和2年度に終了した事業があるため、非常勤嘱託職員（コーディネーター）1名減。
・令和3年度に終了した事業があるため、非常勤嘱託職員（コーディネーター）1名減。
　また、令和2年度から受託していた環境省事業の事業費が令和4年度に減額されたため、会計年度任用職員1名減。
・令和4年度途中に派遣職員退職により1名減となったものの、代替職員として会計年度任用職員1名増。
　また、12月中より新規事業受託に伴い、会計年度任用職員1名増したものの、2月末で代替職員（会計年度任用職
員）の自己都合退職により1名減。
　令和4年度をもって終了した事業があるため、非常勤嘱託職員（コーディネーター）2名減。
・令和5年度をもって終了した事業があるため、会計年度任用職員1名減。

県　派　遣

--

R2.4.1

10名

-

10名

貸　付　金



単 位
2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

①　積極的なコーディ
ネート活動により、研究
会や共同研究プロジェク
ト編成に努め、リサイク
ル技術や社会システムの
実用化を目指す。

①　国庫等の外部研究資金
を活用することにより、財
政基盤を確立し、大規模な
研究開発にも取り組む。

②　公認会計士である監事
の助言に基づき、適正な会
計処理を行い、効率的で健
全な事業運営に努める。

達成状況（まとめ）

上段：計画　下段：実績
改善目標区分の達成に向けた
2023年度(R5)の取組状況

60

4

10

2

　研究開発事業については、研究
会から共同研究プロジェクトへの
ステップアップ方式により実施し
ている。研究会及び共同研究プロ
ジェクトの編成は、日常的な産学
官民関係者への訪問が端緒となる
が、コロナ感染拡大により関連産
業の事業拡大が消極化した影響よ
り、目標を下回ったと考えられ
る。しかし、異業種間交流の促進
による共同研究や新ビジネスの創
出を目的とした「ふくおか３Ｒメ
ンバーズ」を活用したコーディ
ネート実績により、事業化の期待
感が高い研究テーマを採択するこ
とができた。
　HP更新数について、目標件数に
達しないものの、HPの適切な時期
に更新したこととあわせて、研究
成果に係る新聞、テレビ等への広
報により、HPアクセス数は確実に
増加している。
　アクセス数
　
R3(59,701)R4(61,797)R5(99,707)

令和5年12月27付、事業継続計
画（BCP）施行。今後、必要に
応じて本計画の見直しを行
う。

働きやすい職場環境づくりの
一環として、職員のワークラ
イフ・バランスの推進を図る
ため、休暇取得促進を中心に
環境整備を継続。

策定

1

1

49.0

新興感染症や災害等の緊急
事態に備えた事業継続計画
（BCP）の作成。

事業継続計画
（BCP）の作成

財務会計

実施 実施 実施

％

0

策定

-

事業活動・住
民サービス

指標

②　研究成果、企業情
報、その他環境関連情報
の収集に努め、インター
ネットを通して広く情報
発信する。

ＨＰ更新数 件

実用化件数 件

改善目標の
区分（視点）

目標達成に向けた具体的
な取組、戦略等

1

国庫補助事業等の
採択件数

件

共同研究プロ
ジェクト編成数

件

10

4

48 39

1

40

2 2

1

49.1

検討

42.348.0

9 9

3 2 3

4 2 3

2

４-②．中期経営計画における改善目標の達成状況

研究会編成数 件

国庫補助事業等へ
の申請件数

件
0

89.6

　令和4年度から令和5年度ま
でNEDOの事業を受託したこと
により、外部研究資金を獲得
し、県財政支出率90％達成し
たとともに、人件費率を下げ
ることができた。

時差通勤、在宅勤務、男
性の育児参加など働きや
す職場づくりの一環とし
て環境を整備。

ワーク・ライフ・
バランスの向上に
資する制度の導入

50

8

＜事業活動＞
　研究開発事業については、異業種間交流の促進による共同研究や新ビジネスの創出を目的とした「ふくおか３Ｒメンバーズ」を活用したコー
ディネート実績により、事業化の期待感が高い研究テーマを採択することができた。
　HP更新数について、目標件数に達しないものの、HPの適切な時期に更新したこととあわせて、研究成果に係る新聞、テレビ等への広報によ
り、HPアクセス数は確実に増加している。
＜財務会計＞
　令和4年度から令和5年度までNEDOの事業を受託したことにより、外部研究資金を獲得した。

90.0 90.0

2

- 検討

90.5

49.0

93.1

-

県財政支出率 ％

人件費率

内部管理

計画性
公益性

等

経済性
効率性
等

健全性

等



単位

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

県損失補償債務残高 千円
千円

千円
千円
千円
千円

項目名

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

％
％
％
％
％

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

５．経営状況（公益法人）
項目 R1 R2 R3 R4 R5

【貸借対照表】
資産合計 267,393 249,273 161,187 152,559 131,267
　うち金銭債権 4,989 10,319 1,136 750 66
　うち特定資産 100,000 100,000 500 391 277
負債合計 67,393 49,273 60,687 52,168 30,990
　うち借入金額 - - - - -
　うち県からの借入金額 - - - - -

-
正味財産合計 200,000 200,000 100,500 100,391 100,277

- -

県債務保証額又は損失補償額 - - - -

【正味財産増減計算書】　Sheet4　法人全体より転記
-

- - - - -
団体債務保証額 - -

経常収益　A 159,489 157,324 157,018 152,367 163,146
　うち県財政支出額　B 157,286 148,117 142,175 141,866 146,172

基本財産運用益 基本財産運用益 基本財産運用益
　うち最も多額な項目

基本財産運用益 基本財産運用益

　　内訳：補助金・負担金 - - - - -

1,020 627 120 120

　　内訳：委託料 157,286 148,117 142,175 141,866 146,172

経常費用　C 159,489 157,324
1,020

77,155 73,210
157,018 152,367 163,146

69,009　うち人件費総額　D 76,230 83,673
評価損益等合計額　E - - - - -
経常増減額　F=(A-C+E) - - - - -
経常外損益　G - - - - -

当期一般正味財産増減額　J=(F+G)-I - - - - -
当期指定正味財産増減額　K - - △ 99,500 △ 109 △ 113
正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L 157,286 148,117 142,175 141,866 146,172
【財務指標】
正味財産比率 74.8 80.2 62.4 65.8 76.4
県財政支出率　（＝B/A) 98.6 94.1 90.5 93.1 89.6
人件費率　（＝D/A) 47.8 53.2 49.1 48.0 42.3
収益事業比率 - - - - -

8.0 12.9 9.4 12.2 14.8

【団体毎の経営評価指標】
リサイクル総合研究センター事業収入（返還金を除く） 157,286 148,117 142,175 141,866 146,172

・数多くの研究会及び共同研究プロジェクトを主導し、事業化に向けた取組を行っており、評価できる。
・外部研究資金については、令和５年度は令和４年度からのNEDO事業を受託しており、県財政支出率90％を達成するこ
とができた。
・今後も、国を始めとする支援制度の情報収集に努め、外部研究資金による自主財源の確保による取組を継続された
い。

８．経営評価委員会による経営評価結果

【経営状況に関する各数値、指標の増減理由】

　令和4年度から令和5年度までNEDOの事業を受託したことにより、外部研究資金を獲得し、令和５年度は、県財政支出
率の目標90％を達成した。
　令和５年度に、プラスチック資源循環促進事業及び車載リチウムイオン電池のリユース・リサイクル実証事業期間終
了により非常勤嘱託職員が２名減員したため、人件費率が減少した。

６．団体（経営責任者）の自己点検評価

　令和５年度は、産学官民による研究会９件（年間目標10件）及び事業化に向けた共同研究プロジェクト３件（年間目
標４件）を立ち上げた。これまでに実用化できた事業は、他の事業を含め45件であり、着実に成果を上げている。（廃
棄物削減量：年間約2.1万トン、経済効果：年間9.8億円、CO2削減量：約10,174トン（令和５年度実績））
　今後も引き続き、リサイクル技術等の情報収集や研究会及び共同研究プロジェクトのコーディネートを行うととも
に、外部有識者を含めた評価委員会を活用しながら、事業化を図っていく。
　令和4年度から令和5年度までNEDOの事業を受託したことにより、外部研究資金を獲得している。引き続き、国を始め
とした支援制度の情報収集を行い、積極的に外部資金の獲得に努め、財源の確保に取り組んで行くことで、県の財政負
担を軽減するとともに、健全かつ安定した財団の運営を図っていく。

７．外部専門家の意見

・リサイクル総合研究事業化センター事業では、コーディネーターの活用等により実際に商品化・事業化できた事例も
でてきており、成果がみられる。令和５年度においても、産学官民による研究会９テーマ及び事業化に向けた研究を行
う共同研究プロジェクト３テーマを編成し、研究開発事業に取り組んでいる。
・センター長を中心に、研究機能の強化等に取り組み、継続して外部研究資金を獲得できている。引き続き自主財源の
確保に取り組むことが求められる。

法人税、住民税及び事業税　I - - - - -

【常勤役職員の報酬・給与に関する状況（R5年度）】 

常勤役員平均年齢 56.0歳 常勤役員平均年収 8，964千円 常勤職員平均年齢 40.5歳 常勤職員平均年収 6，602千円

受託事業外注費比率



単位

千円
千円
千円
千円

項目名

千円
千円
千円
千円
千円
千円

千円

千円

千円

千円
千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円

千円

千円

千円

千円

千円
千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円
（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

-
-

-

60,843

経常収益　A②

-
経常増減額　F①=(A①-C①+E①)

経常外損益　G①

当期一般正味財産増減額　J①=(F①+G①+H①)-Ｉ①

117,540

500 △ 109

22,312

16,312

-

-

-

-

-

△ 100,000

-

24,326

-

-

-

-

1,020 1,020

148,117

117,540
基本財産運用益

120
128,041

-

119,863
-

119,863

134,112

基本財産運用益

627

-

- - -

128,041
117,540

-

-

77,155

-

148,117
-

- -

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L

　うち最も多額な項目

159,489

経常費用　C

　うち人件費総額　D

経常増減額　F=(A-C+E)

経常外損益　G

経常収益　A

　うち県財政支出額　B

　　内訳：補助金・負担金
157,286

法人税、住民税及び事業税　I

当期指定正味財産増減額　K

157,286

157,286
-

当期一般正味財産増減額　J=(F+G)-I

　　内訳：委託料

評価損益等合計額　E

基本財産運用益

--

-

-

121,400

-

- -

-

-

119,863

基本財産運用益

-

△ 113

-

120

51,477
138,375

-

-

- - -
56,545

- -
142,175

157,324

159,489

133,965 124,693

△ 109 △ 113△ 99,500-

121,400

121,400

148,117
135,147 132,880 134,112

141,866142,175

-

138,375
133,965 124,693

基本財産運用益

69,009

-

120
163,146

５－②．経営状況（内訳表）

146,172
-

146,172

R4

120

- -

基本財産運用益 基本財産運用益基本財産運用益

141,866

157,018 152,367
142,175 141,866

157,018 152,367
627

　うち最も多額な項目

収
益
事
業
等
会
計
②

-

-

1,020

59,251

法人税、住民税及び事業税　I①

135,147 132,880

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L①

基本財産運用益基本財産運用益

1,020

評価損益等合計額　E① -

R5項目 R1 R2 R3

法
人
会
計
③

-

24,771

経常収益　A①

　うち県財政支出額　B①

　　内訳：補助金・負担金
　　内訳：委託料

経常費用　C①

　うち人件費総額　D①

24,771

17,532

-

　うち県財政支出額　B②

他会計振替額　H①

当期指定正味財産増減額　K①

【正味財産増減計算書】

公
益
目
的
事
業
会
計
①

法
人
全
体
(
①
〜
③
)

163,146

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L③

　うち人件費総額　D③

経常増減額　F③=(A③-C③+E③)

経常外損益　G③

当期一般正味財産増減額　J③=(F③+G③+H③)-Ｉ③

当期指定正味財産増減額　K③

評価損益等合計額　E③

法人税、住民税及び事業税　I③

　　内訳：補助金・負担金

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L②

経常収益　A③

他会計振替額　H③

経常外損益　G②

　　内訳：委託料

経常費用　C②

　うち人件費総額　D②

経常増減額　F②=(A②-C②+E②)

　うち最も多額な項目

評価損益等合計額　E②

法人税、住民税及び事業税　I②

他会計振替額　H②

　うち県財政支出額　B③

　　内訳：補助金・負担金
　　内訳：委託料

157,324
76,230 83,673

- -

-

- -

-

-

- -

- -

24,771
24,771

-

146,172

-

-

73,210

-

-

-

経常費用　C③

-

-
　うち最も多額な項目

24,326

16,665

当期一般正味財産増減額　J②=(F②+G②+H②)-Ｉ②

当期指定正味財産増減額　K②

特定資産運用益 特定資産運用益

23,322 23,424

24,771

-
22,312

特定資産運用益

595

24,326
24,326

24,342

23,322 23,424

- -

- -

-

16,798

-

-

-

16,979

- -

- -

-

24,342

-

- -

1,020
24,444

-
23,322 23,424

1,020

-

--

-

22,907

-

-

24,326
-

-
-

-

24,444

-

133,965 124,693

22,907
22,312

-

66,875

- -
-

-

-

-


